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第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

行動内容    

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１ 第一次建築制限：第一次建築制限は、建築基準法第 84 条（被災市街地における建築制限）により、都市

計画または土地区画整理事業のために必要に応じ区域を指定し、災害が発生した日から 1 か月に限り（更

に 1 か月延長可能）、その区域内における建築物の建築を制限または禁止することができるものである。 

※２ 計画的な市街地復興を行う区域：被害の程度や都市基盤整備状況に応じ、公共が主体となって重点的に復

興を行うべき区域や、民間・地元が自力で復興できるよう公共が支援を行う区域をいう。 

１ 復興まちづくり方針の策定 

足立区都市計画マスタープランを基に、調査結果を踏まえ、都と調整を図りな

がら、主要なインフラや土地利用等の復興の方針を示した復興まちづくり方針を

策定する。 

２ 地区復興まちづくり方針の策定 

計画的な市街地復興のため、市街地復興の対象区域及びその地区区分を明示す

るとともに、第一次建築制限※1、土地取引規制、時限的市街地や協働復興区を実

施する場合には、その旨を記載する。 

2-1 市街地復興対象区域及びその地区区分の指定 

  区は被災地のうち、計画的な市街地復興を行う区域※2 について、都と調整の

上、「市街地復興の対象区域」として指定し、土地区画整理事業等の面整備事

業により抜本的な改造を予定する「市街地改造予定地区」と部分改造や自力再

建の支援を予定する「市街地修復予定地区」の区分について指定する。 

2-2 第一次建築制限の指定 

   市街地復興の対象区域において、建築行為により復興まちづくり上支障とな

る可能性がある場合など必要に応じて、「第一次建築制限区域」を指定する。 

2-3 土地取引規制の実施 

   「市街地改造予定地区」において、地価の急激な上昇により適正かつ合理的

な土地利用の確保が困難となる恐れがある区域を「監視区域」として指定する。 

2-4 時限的市街地の設置 

   市街地復興の対象区域において、本格的な復興まで区域内権利者の継続的な

生活を支える場として、必要に応じて「時限的市街地」を設置する。 

2-5 協働復興区の認定 

   市街地復興の対象区域において、住民や事業者等の意向を踏まえ「地域協働

復興協議会」の設立を支援し、その活動区域を「協働復興区」として認定する。 
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基本的な考え方    

                               

区は、被災に対する都市復旧、都市復興の方向性を住民等に示すものとして、都市の

復興分野の「足立区復興方針＜都市の復興＞」を策定し、生活復興分野などの他分野の

復興方針を盛り込んだ、「足立区復興方針」として公表する。 

 「足立区復興方針＜都市の復興＞」は、足立区都市計画マスタープランを基に検討す

る「復興まちづくり方針」と足立区地区環境整備計画を基に検討する「地区復興まちづ

くり方針」からなる。 

復興まちづくり方針には、調査結果を踏まえ、主要なインフラや土地利用等の復興の

方針を示す。 

地区復興まちづくり方針には、市街地復興の対象区域とその地区区分、その区域、地

区指定に至った考えを示すとともに、第一次建築制限、土地取引規制、時限的市街地や

協働復興区を実施する場合には、その旨を記載する。 ⇒ 

 

  

資料 2-2 
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時期 行動の流れ 

事
前 

 

被
災
直
後
～
２
週
間 

 

～
１
か
月 

 

～
２
か
月 

 

発災 

復興地区区分判定基準の作

成、周知 

 
定期的な情報更新 

(1) 市街地復興対象区域及

びその地区区分案の作成 

(3) 市街地復興対象区域及

びその地区区分の指定 

2-1 市街地復興対象区域及

びその地区区分の指定      

（P48） 

(2) 市街地復興対象区域及

びその地区区分案の調整 

(4) 復興相談所の設置 

(1) 第一次建築制限区域、 

内容案の作成 

 

2-2 第一次建築制限の指定 

   （P50） 

特定行政庁による建築制限

区域の指定・告示 

(2) 復興まちづくり方針の

調整 

(1) 復興まちづくり方針の 

検討 

(3) 復興まちづくり方針の 

策定、公表 

１ 復興まちづくり方針の

策定     （P46） 

(2) 区民への周知 

(3) 建築確認 

２ 地区復興まちづくり方針の策定 

第一次建築制限の期間延長

の検討 

復興まちづくり方針素案の作

成 

地区区分を位置づける条例の

整備 

建築制限区域の法的要件整理 

合意形成に向けた方策の準備 

建築制限実施に関する事前周

知 
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時期 行動の流れ 

事
前 

 

被
災
直
後
～
２
週
間 

 

～
１
か
月 

 

２
か
月 

 

(4) 時限的市街地の設置、 

運営 

(3) 時限的市街地の設置 

計画の策定 

(1) 時限的市街地の設置の

検討 

2-4 時限的市街地の設置 

（P54） 

(1) 監視区域指定の検討 

2-3 土地取引規制の実施  

         （P52） 

(1) 地域協働復興区の認定 

2-5 協働復興区の認定(P57) 

(2) 事前届出制の手続き 

(2) 時限的市街地の設置 

準備 

(2) 地域復興協議会の活動

支援 

２ 地区復興まちづくり方針 

監視区域の指定、公告 

発災 

復興地区区分判定基準の作

成、周知 

 
定期的な情報更新 

地区区分を位置づける条例の

整備 

時限的市街地形成のための事

前検討 

仮設店舗、工場、倉庫等の必

要量を把握 

震災時利用可能オープンスペ

ースの調査と利用調整 
足立区地域協働復興推進条例

の策定 



第 2章 都市の復興 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

１ 復興まちづくり方針の策定 

時
期 

足立区 

【都市計画課】 
東京都 

被
災
後
２
週
間
以
内 

  

※ 復興まちづくり方針は都市復興分野についての方針を示し、足立区復興方針は都市復興分野と生活復興分

野を合わせた、区全体の方針を示す。 

▶ 必要資料 

・ 都市復興マニュアル       ・ 都市計画マスタープラン 

・ 地区環境整備計画        ・ 防災まちづくり基本計画 

 

区は、足立区都市マスタープランを基に、都や周辺自治体と調整を図りながら、主

要なインフラや土地利用等の復興の方針を示した復興まちづくり方針※を策定し、地区

復興まちづくり方針や生活復興分野などの他分野の復興方針を盛り込んだ「足立区復

興方針※」として公表する。 

東京都との連携 
 

事前準備 
 

□ 復興まちづくり方針（素案）の作成 ⇒ 

関係課で都市復興に関する考え方を協議し、素案を検討する。 

＜検討事項案＞ 

・ 被災規模に応じた復興のあり方の研究、協議 

・ 地区復興まちづくり方針（素案）の検討 

・ 上位計画との整合、必要に応じた素案の見直し 

 

資料 2-3 

 

概 要 
 

(2) 復興まちづくり方針の調整 

都市復興の理念、目標及び基本方針 

東京都復興方針の策定 

(3) 復興まちづくり方針の策定、 

公表 

(1) 復興まちづくり方針の検討 
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▶ 必要資料 

・ 足立区都市計画マスタープ

ラン 

・ 復興まちづくり方針（素案） 

・ 都市復興の理念、目標及び

基本方針（東京都） 

・ 東京都復興方針<都市の復

興> 
▶ 作成資料 

・ 復興まちづくり方針原案 

▶ 必要資料 

・ 復興まちづくり方針（原案） 

 

 

 

  

時期 項目 内容 

被
災
後
２
週
間
以
内 

(1) 復興まちづくり方針の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 区は被害状況調査結果を踏まえ、足立区都市

計画マスタープラン、復興まちづくり方針

（素案）を基に、復興まちづくり方針の原案

を作成する。 

 

・ 作成にあたっては、地区環境整備計画を基に

作成する「地区復興まちづくり方針※」との

整合性に留意する。 

 

・ また「都市復興の理念、目標及び基本方針」

（東京都 令和元年 6 月）を指針として、作

成する。 

 

 

(2) 復興まちづくり方針の調整 

 
 

・ 区は原案を基に都と調整する。 

 

・ 必要に応じて周辺自治体と調整する。 

(3) 復興まちづくり方針の策

定、公表 

 

 

・ 区は「地区復興まちづくり方針」や生活復興

分野などの他分野の復興方針をもりこんだ

「足立区復興方針」を策定し、公表するとと

もに都に通知する。 

※ 復興まちづくり方針は都市復興全体の方針を示し、地区復興まちづくり方針は地区毎の方針を示す。地区

とは街区を基本単位とし、被害状況により設定する。⇒ 

行動手順 

都市計画課／政策経営課／財政課／災害対策課／

企画調整課／交通対策課／街路橋りょう課／竹の

塚整備推進課／まちづくり課／密集地域整備課／

みどり推進課 

同上 

都市計画課／政策経営課／企画調整課 

（枠内は担当部署、太字は総括） 

資料 2-1 
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▶ 必要資料 

・ 防災都市づくり推進計画      ・ 都市再開発の方針   

・ 住生活基本計画 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

時
期 

足立区 

【都市計画課】 
東京都 

被
災
後
２
週
間
以
内 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

2 地区復興まちづくり方針の策定 

2-1 市街地復興対象区域及びその地区区分の指定 

事前準備 
 

□ 市街地復興地区区分を位置づける条例の整備 

□ 定期的な情報更新 

上位計画の見直しやまちづくりの進捗状況に応じて、都市づくり現行計画整備状況

図、都市基盤施設整備水準図の更新を行う。 

□ 地区区分判定基準の作成、周知 ⇒ 

地区区分判定基準を作成し、広報などにより、区民に広く周知する。 

概 要 
 
基盤整備の状況など、被災前の整備課題や現行計画を基に、市街地復興の地区区分

設定のための判定基準を作成し、日頃から都市復興模擬訓練などを通して区民へ周知

する。被災後は、作成した判定基準に加え、被災状況を加味して地区区分を設定する。 

⇒ 

 

東京都との連携 
 

(1) 市街地復興対象区域及び地区区

分案の作成 

広域的観点からの調整 

 

(2) 市街地復興対象区域及び地区区

分の修正 

(3) 市街地復興対象区域及び地区区

分の指定 

資料 2-4 

 

資料 他-3 
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行動内容 
 

▶ 必要資料 

・ 市街地復興地区区分案 

▶ 作成資料 

・ 市街地復興地区区分（案） 

▶ 必要資料 

・ 地区区分判定基準 

・ 都市づくり現行計画整備

状況図 

・ 都市基盤施設整備水準図 

・ 災害種類別被害区域図 

・ 街区別被害割合図 

・ 復興まちづくり方針 

・ 都市復興の理念、目標及

び基本方針（東京都） 

 

 

 

時期 項目 内容 

被
災
後
２
週
間
以
内 

(1) 市街地復興対象区域及び

地区区分案の作成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地区区分判定基準に基づき、都市づくり現行計

画整備状況図、都市基盤施設整備水準図、街区

別被害割合図より、市街地復興対象区域及びそ

の地区区分案を作成する。⇒ 

 

・ 作成にあたっては、復興まちづくり方針との整

合性に留意する。 

 

・ また、「都市復興の理念、目標及び基本方針」

（東京都 令和元年 6 月）を指針として、作

成する。 

 

 

(2) 市街地復興対象区域及び

地区区分の修正  

 

 

・ 区は市街地復興対象区域及びその地区区分案 

を都と調整する。 

 

・ 必要に応じて周辺自治体と調整する。 

(3) 市街地復興対象区域及び

地区区分の指定 

 

 

 

・ 市街地復興の対象区域及び下記の地区区分を復 

興まちづくり方針に記載し、指定、告示する。 

・ 市街地改造予定地区 

・ 市街地修復予定地区 

 

 

  

都市計画課／政策経営課／財政課／災害対策課／企

画調整課／交通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整

備推進課／まちづくり課／密集地域整備課／みどり

推進課 

同上 

都市計画課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／ 

密集地域整備課 

資料 2-5 

 

（枠内は担当部署、太字は総括） 
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▶ 必要資料 

 ・ 復興地区区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

2 地区復興まちづくり方針の策定 

2-2 第一次建築制限の指定 

時
期 

足立区 

【都市計画課／建築調整課／建築審査課】 
東京都 

被
災
後 

２
週
間
以
内 

  

２
週
間
～ 

 

 

 

概 要 
 

市街地復興の対象区域において、建築行為等により復興まちづくり上支障となる可

能性がある場合には、的確かつ迅速に第一次建築制限(建築基準法第 84 条)を実施する。  

また、区民の理解と協力が得られるよう、相談、支援、情報提供などを行う復興相

談所を設置する。 ⇒ 

東京都との連携 
 

事前準備 
 

□ 建築制限実施に関する事前周知  

震災時の建築制限実施の考え方などについて、日頃から区民へ周知する。 

□ 建築制限区域の法的要件整理 ⇒ 

□ 合意形成に向けた方策の準備 

広域的観点からの調整 (1) 第一次建築制限区域、内容案の

作成 

建築制限区域の指定、告示 (2) 区民への周知 

資料 2-6 

 

資料 法-1 

 

資料 法-2 

 

(3) 建築確認 

(4) 復興相談所の設置 
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▶ 必要資料 

・ 市街地復興地区区分図 

▶ 作成資料 

・ 建築制限区域、内容案 

 

 

   

時期 項目 内容 

被
災
後
２
週
間
以
内 

(1) 第一次建築制限区域、内

容案の作成 
 ⇒     ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・ 市街地復興の対象区域において、建築行為等に

より復興まちづくり上支障となる可能性があ

る場合など、第一次建築制限の実施の有無を都

と協議する。 
 

・ 第一次建築制限を実施する場合には、区域案を

作成し、建築の制限又は禁止の内容案を作成す

る。 

 

・ なお、第一次建築制限の区域、内容の検討にあ

たっては、将来的に実施する可能性がある第二

次建築制限との整合性も予め考慮しておく。 

⇒  

（特定行政庁による建築制限区域の指定、告示） ⇒ 

(2) 区民への周知 

 

 

 

 

・ 都知事告示について、広報手段を通じ、区民へ

周知する。 

２
週
間
～ 

(3) 建築確認⇒ 

⇒      ～ 
 

・ 建築主事は、第一次建築制限区域内において、

その内容に基づき、建築確認を行う。 

(4) 復興相談所の設置  

  ⇒ 
 

 

・ 区庁舎や出張所、第一次建築制限区域内又はそ

の周辺区域等に、復興相談所を設置する。 

＜相談内容＞ 

・ 建築制限に係る情報提供、建築相談等 

（枠内は担当部署、太字は総括） 

行動内容 
 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課／竹

の塚整備推進室／まちづくり課／密集地域整備課 

資料 2-10 

 

都市計画課／企画調整課／竹の塚整備推進室／まち

づくり課／密集地域整備課 

 

資料 法-3 

 

建築審査課／建築調整課 

資料 法-4 

 

資料 法-7 

 

建築調整課／政策経営課／企画調整課／都市計画課

／まちづくり課／密集地域整備課／建築安全課／建

築審査課／開発指導課／住宅課 

 

資料 2-7 

 

資料 2-9 

 

資料 2-11 

 

資料 2-12 
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時
期 

足立区 

【資産管理課】 
東京都 

被
災
後
２
週
間
以
内 

  

２
週
間
～ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

2 地区復興まちづくり方針の策定 

2-3 土地取引規制の実施 

事前準備 
 
□ 法的要件の整理 

概 要 
 

 市街地復興の対象区域のうち「市街地改造予定地区」において、地価が急激に上昇

する、または上昇する恐れがあり、これによって適正かつ合理的な土地利用の確保が

困難となる恐れがある区域を、国土利用計画法第 27 条の 6 第 1 項の規定に基づく「監

視区域」を都と協議し、都が決定する。⇒ 

⇒      ～ 

 

東京都との連携 
 

(1) 監視区域指定の検討 

(2) 事前届出制の手続き 

広域的観点からの調整 

監視区域の指定、公告 

資料 法-9 

 

資料 法-11 

 

資料 2-13 
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行動内容 
 

 

 

時期 項目 内容 

被
災
後
２
週
間
以
内 

(1) 監視区域指定の検討 

 

 

 

・ 区は、「市街地改造予定地区」において、復興

まちづくりに支障となる土地取引が行われる

可能性がある場合には、国土利用計画法第 27

条の 6 第 1 項の規定に基づく「監視区域」指定

を検討する。 

 

・ 区は、監視区域を指定する場合、その区域、届

け出対象面積及び指定期間の案を作成し都と

調整する。対象面積は以下の面積に満たない範

囲で都の規則で定める面積以上の土地となる。 

  ・ 市街化区域：2,000 ㎡以上 

 

・ 対象期間は第二次建築制限や各種事業の状況を

考慮して発災後 2 年以内とする。 

（都知事による監視区域の指定、公告） 

２
週
間
～ 

(2) 事前届出制の手続き 

 
 

・ 区は、土地売買等の契約を締結しようとする者

から届け出を収受し、意見がある場合には、意

見を付して、都知事に送付する。 

 

 

 

 

同上 

資産管理課／政策経営課／財政課／企画調整課／都

市計画課 

（枠内は担当部署、太字は総括） 



第 2章 都市の復興 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

54 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

2 地区復興まちづくり方針の策定 

2-4 時限的市街地の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

時
期 

足立区 

【政策経営課】 
東京都 

被
災
後
２
週
間
程
度 

  

２
週
間
～ 

  

※ 時限的市街地：時限的市街地とは、本格的な復興までの過渡期に一時的に行われるまちづくりである。被

災者の早期生活再建のためには、暫定的な生活の場の提供ではなく、本設の復興まちづくりに力を入れて

いく必要があることから、時限的市街地整備にあたっては、復興まちづくり全体のプロセスの中で本設の

復興まちづくりの進捗を阻害しないよう配慮する。 

東京都との連携 
 

事前準備 
 

□ 震災時利用可能オープンスペースの調査と利用調整 

□ 時限的市街地形成のための事前検討 

□ 各業界団体の意向調査を通じて、仮設店舗、工場、倉庫等の必要量を把握 

概 要 
 

被災市街地の復興を迅速かつ円滑に進めていくためには、権利関係者をはじめとする

被災地住民が被災地区内及びその周辺にとどまり、復興まちづくりに参加することが必

要である。 

そのため、一時的な避難所生活から本格的な都市復興までの過渡期的なまちづくりと

して、地域コミュニティに配慮した応急仮設住宅などの計画等、「時限的市街地※」の

計画立案、実現化を図る。 

(4) 時限的市街地の設置、運営 

都施行事業の実施の検討 (1) 時限的市街地の設置の検討 

(3) 時限的市街地の設置計画の策 

 定 

都施行事業の実施準備 

 

(2) 時限的市街地の設置準備 

都施行事業の設置計画の策定 

 

都施行事業の設置、運営 



第 2章 都市の復興 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

55 

 

 

 

 

第 

１ 

章 

復
興
体
制
の
構
築 

序 

章 

資 

料 

編  

そ 

の 

他  
 
 

 

第 

２ 

章 

都
市
の
復
興 

 

第 

３ 

章 

住
宅
の
復
興 

 

 

時期 項目 内容 

被
災
後
２
週
間
程
度 

(1) 時限的市街地の設置の検討

 ⇒ 

 

 

 

 

・ 区は時限的市街地の設置の可能性のある区域に

ついて、建築基準法第 85 条に基づく仮設建築

物に対する制限の緩和を行う区域を検討する。

⇒       

 

・ 市街地復興対象区域のうち、区施行事業の実

施又は予定している地区、事業予定者が定ま

っていない地区において、復興まちづくりを

円滑に進めるとともに、従前のコミュニティ

や地域産業等の維持に努める観点から、時限

的市街地の設置有無を検討し決定する。 

(2) 時限的市街地の設置準備 

 
 

・ 時限的市街地を設置する場合には、その地区に

おいて、地区内権利者の意向（地区内居住、自

力仮設住宅の建設等）を把握するとともに、都

施行事業地区において、意向把握を支援する。 

 

・ 時限的市街地を設置する地区において、賃貸型

応急住宅を確保するための建築物や、建設型応

急住宅を設置するための公有地、被災宅地（民

有地）等の用地の状況を調査するとともに、都

施行事業地区において、調査を支援する。 

(3) 時限的市街地の設置計画

の策定 

 

 

・ 時限的市街地の設置準備の調査結果を踏まえ、

地区内権利者と調整を図り、その設置計画を作

成する。 

 

・ 時限的市街地には、「住宅の復興」の応急仮設

住宅を建設する。 

行動内容 
 

資料 2-14 

 

政策経営課／財政課／災害対策課／地域調整課／企

画調整課／都市計画課／交通対策課／竹の塚整備推

進課／まちづくり課／密集地域整備課／みどり推進

課／住宅課 

資料 法-8 

 

同上 

同上 

資料 2-15 

 



第 2章 都市の復興 

第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

時期 項目 内容 

２
週
間
～ 

(4) 時限的市街地の設置、運営 

 
 

 

 

・ 設置計画に基づき、時限的市街地を設置し、運

営管埋を行う。また、都が運営管理を行う時限

的市街地について、入居者の意向把握など運営

支援を行う。また、事業の施行者が途中から変

更となる場合には、調整を行う。 

 

・ 市街地復興の対象区域の権利者が、自力仮設住

宅（個入の資力により建設した仮設の住宅）に

取り組もうとする場合には、その建設、運営管

理の支援を行う。 

政策経営課／財政課／災害対策課／地域調整課／企

画調整課／都市計画課／交通対策課／竹の塚整備推

進課／まちづくり課／密集地域整備課／みどり推進

課／住宅課 

（枠内は担当部署、太字は総括） 
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第１ 足立区復興方針＜都市の復興＞の策定 

2 地区復興まちづくり方針の策定 

2-5 協働復興区の認定 

 

 

 

 

 

 

 

時
期 

足立区 

【都市計画課】 
東京都 

被
災
直
後
～ 

  

 

 

 

 

 

時期 項目 内容 

被
災
直
後
～ 

(1) 地域協働復興区の認定  

 

 

・ 区は、市街地復興の対象区域において、住民や

事業者等の意向を踏まえ、「地域協働復興協議

会」の設立を支援し認証するとともに、その活

動区域を「協働復興区」として認定する。 

(2) 地域復興協議会の活動

支援 
 

・ 区は、地域協働復興協議会による復興まちづく

りの検討を支援する。 

事前準備 
 

□ 足立区地域協働復興推進条例の制定 ⇒ 

概 要 
 
 区は、市街地復興の対象区域において、住民や事業者等の意向を踏まえ、「地域復

興協議会」の設立を支援し、認証するとともに、その活動区域を「協働復興区」とし

て認定する。 ⇒     ～ 

東京都との連携 
 

(2) 地域復興協議会の活動支援 復興まちづくり支援 

(1) 地域協働復興区の認定 

資料 2-16 

 

（枠内は担当部署、太字は総括） 

資料 2-19 

 

資料 2-18 

 

都市計画課／政策経営課／災害対策課／地域調整課

／企画調整課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／

密集地域整備課／ 

同上 
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第２ 足立区復興計画<都市の復興>※の策定 

行動内容    

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な考え方    

 

「復興まちづくり方針」及び「地区復興まちづくり方針」策定後、被災者が早期に生

活再建の見通しが立てられるようにするため、それぞれ「復興まちづくり計画」及び「地

区復興まちづくり計画」を策定し、足立区復興計画<都市の復興>として策定し、生活復

興などの他分野の復興計画を盛り込んだ「足立区復興計画」として公表する。同策定は、

被災後２ヶ月以内に原案を作成し、その内容の具体化を図り、都市計画決定などを行い、

被災後６か月以内に策定する。 

⇒  

  

※ 足立区復興計画<都市の復興>：足立区復興計画<都市の復興>は、「復興まちづくり計画」と「地区復興まち

づくり計画」で構成される。 

1 復興まちづくり計画の策定 

足立区都市計画マスタープランを基に「復興まちづくり方針」の具体化を図り、

「復興まちづくり計画（原案）」を被災後２か月以内に作成する。 

その後、「復興まちづくり計画（原案）」の内容の具体化を図り、都市計画決 

定などを行い、その内容を反映した「復興まちづくり計画」を策定する。 

区内の主要インフラや土地利用について、既定の都市計画の変更や、新たな都 

市計画の決定が必要な場合には、「復興まちづくり計画」の策定と同時に、その

内容を「復興まちづくり計画」に反映する。 

２ 地区復興まちづくり計画の策定 

2-1 市街地改造計画と市街地修復計画 

発災後６か月以内に、地区環境整備計画を基に、「市街地改造計画（原案）」

及び「市街地修復計画（原案）」の具体化を図り、都市計画決定などを行い、

その内容を反映した「地区復興まちづくり計画」を策定する。 

2-2 第二次建築制限の実施 

第一次建築制限の期間内（発災から 2 カ月以内）に都市計画決定にいたらず、

建築制限や各制度が必要とされる場合に第二次建築制限を実施し、都市計画決

定を行う。 

2-3 復興まちづくりの都市計画や適用事業 

市街地復興の対象地区において、既定の都市計画の変更や、新たな都市計画

の決定が必要な場合、適用事業を活用する場合は、「地区復興まちづくり計画」

の策定と同時に、その内容を「地区復興まちづくり計画」に反映する。 

資料 2-1 

 

資料 2-20 
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時期 行動の流れ 

事
前 

    

被
災
直
後
～

２
週
間 

 

 

～
２
か
月 

 

 

 

～
６
か
月 

 

発災 

都市計画マスタープラン 

 

地区環境整備計画 

 
被災前の調査（都市づくりの現行計画とその整備状況、都市基盤

施設の整備水準、災害種別の被害想定、優先調査地区の選定） 

被災後の調査（家屋、都市基盤の被害状況） 

 
足立区復興方針<都市の復興> 

 

1 復興まちづくり計画の
策定      (P60) 

(（（P ） 
(1) 復興まちづくり計画（原

案）の作成 

(2) 原案を基に都の意見を集

約 

(3) 原案を基に区民の意見を 

反映 

(4) 主要インフラなどの都市

計画決定（または変更） 

２ 地区復興まちづくり計画の策定 

2-1 市街地改造計画 
と市街地修復計画 (P64)  

(1) 市街地改造計画（原案） 
 と市街地修復計画（原案） 
の作成 

(3) 市街地改造計画と市街地
修復計画の作成 

(2) 都等と調整 

2-1 市街地改造計画 
と市街地修復計画 (P64)  

(1) 新たな復興まちづくり事
業や地区計画の都市計画
決定（または変更）素案の
作成 

(3) 新たな復興まちづくり
事業や地区計画の都市計
画決定（または変更）手続
きの実施 

(2) 新たな復興まちづくり事
業や地区計画の都市計画
決定（または変更）素案の
調整 

2-3 復興まちづくりの都市計

画や適用事業       (P70) 

 

(2) 第二次建築制限区域案
の作成、調整 

(3) 第二次建築制限区域案
の許可要件案の作成、調整 

(4) 第二次建築制限区域(被
災市街地復興推進地域)の
都市計画決定 

(5) 第二次建築制限区域(被
災市街地復興推進地域)に
おける建築確認 

(1) 第二次建築制限の実施
の有無の検討、調整 

2-2 第二次建築制限の指定 
           (P66) 

～2年 
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第 2 足立区復興計画<都市の復興>の策定 

１ 復興まちづくり計画の策定 

時
期 

足立区 

【都市計画課】 
東京都 

被
災
後
～
６
か
月 

  

概 要 
 

復興まちづくり計画（原案）を基に、主要インフラの都市計画決定（または変更）

の内容を追加し、復興まちづくり計画を検討し、作成する。 

⇒           ⇒           ~ 

東京都との連携 
 

事前準備 
 

□ 都市復興のあり方等の事前検討 

 

資料 2-21 

 

資料 法-14 

 

資料 法-15 

(2) 原案を基に都の意見を集約 

(3) 原案を基に区民の意見を反映 

(5) 復興まちづくり計画の策定、公表 

区に意見を送付 

東京都復興計画<都市の復興>に基

づき区の都市計画手続きの協議 

(1) 復興まちづくり計画（原案）

の作成 

東京都復興計画（原案）<都市の

復興>を踏まえ、区と調整 

(4) 主要インフラなどの都市計

画決定（または変更） 
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時期 項目 内容 

被
災
後
～
２
か
月 

(1) 復興まちづくり計画（原

案）の作成 

 

 

 

・  区都市計画マスタープランを基に、家屋やイ

ンフラの被害状況調査の結果を踏まえ、「復

興まちづくり方針」を具体化し、主要なイン

フラや土地利用、事業の指針を記載した「復

興まちづくり計画 （原案）」を作成する。 

 

・ 「復興まちづくり計画（原案）」と、「地区 

別復興まちづくり計画（原案）」との整合 

を図る。 

 

・ 検討にあたっては、「地区復興まちづくり 

計画（原案）」と合わせて、都（必要に応じて、 

国、周辺自治体、復興に関わる事業予定者等）

と調整を図る。 

 

▶ 作成資料 

・ 復興まちづくり計画(原案) 

・ 復興の目標 

・ 土地利用方針 

・ 都市施設の整備方針 

・ 市街地復興の基本方針 

～
６
か
月 

(2) 原案を基に都の意見を集

約 

 

 

 

 

 

 

・ 「復興まちづくり計画（原案）」について、 

「地区復興まちづくり計画（原案）」と合わ 

せて、都に意見照会を行う。 

 

  

行動手順 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課／交

通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課／ま

ちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／住宅課 

都市計画課／企画調整課／交通対策課／街路橋りょ

う課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／密集地域

整備課／みどり推進課／住宅課 
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▶ 必要資料 

・ 復興まちづくり計画（原

案） 

▶ 必要資料 

・ 都市計画図 

・ 都市計画マスタープラン 

・ 地区環境整備計画 

・ 防災まちづくり基本計画 

▶ 作成資料 

・ 復興まちづくり計画 

 

 

時期 項目 内容 

～
６
か
月 

(3) 原案を基に区民の意見を

反映 

 

 

 

・ 「復興まちづくり計画（原案）」について、 

区民の意見を反映する。 

(4) 主要インフラなどの都市

計画決定（または変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「復興まちづくり計画（原案）」を踏まえて実 

施している主要インフラ等の都市計画決定、変 

更の内容を追加する。 

   

・ 検討にあたっては、「東京都復興計画（原 

案）＜都市の復興＞」に基づく各種の都市計画 

や事業の内容と調整を図る。必要に応じて、周 

辺自治体とも調整を図る。 

(5) 復興まちづくり計画の策

定、公表 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

・ 「復興まちづくり計画」と「地区復興まちづく

り計画」との整合を図り、生活復興などの他分

野の復興計画を盛り込んだ「足立区復興計画」

を策定し、公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画課／政策経営課／企画調整課 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課／交

通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課／ま

ちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／住宅課 

（枠内は担当部署、太字は総括） 

都市計画課／企画調整課／交通対策課／街路橋りょ

う課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／密集地域

整備課／みどり推進課／住宅課 
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第 2 足立区復興計画<都市の復興>の策定 

２ 地区復興まちづくり計画の策定 

２-1 市街地改造計画と市街地修復計画 

時
期 

足立区 

【都市計画課】 
東京都 

被
災
後
～
２
か
月 

  

※ 地区復興まちづくり計画：地区復興まちづくり計画は、復興の対象区域において策定する「市街地改造計

画」と「市街地修復計画」で構成される。⇒ 

概 要 
 
区は、都等と調整を図り、地区復興まちづくり方針における復興を行う地区につい

て「地区復興まちづくり計画※」を検討し、作成する。 

  ⇒         ~           ⇒ 

 

東京都との連携 
 

□ 都市計画の周知 

(2) 都等と調整 

(1) 市街地改造計画（原案）と市街 

地修復計画（原案）の作成 

・ 東京都復興計画（原案）<都市

の復興>との整合性等の広域

的な観点 

・ 都市計画手続きの協議者 

・ 各種事業の認可や補助金事務等 

(3) 市街地改造計画と市街地修復計

画の作成 

 

事前準備 
 

資料 2-22 

 

資料 2-24 

 

資料 法-16 

 

資料 2-1 
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時期 項目 内容 

被
災
後
～
２
か
月 

(1) 市街地改造計画（原案）

と市街地修復計画（原案）

の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 面的な整備により抜本的な改造を想定した計画

「市街地改造計画(原案)」及び部分改造や自立

再建を想定した計画「市街地修復計画(原案)」

を検討、作成する。 

 

・ 「市街地改造計画(原案)」では「大規模災害か

らの復興に関する法律」 に基づく「一団地の

復興拠点市街地形成施設の都市計画※」の活用

も検討、作成する。  

(2) 都等と調整 

 

 

 

 

・ 原案について、「復興まちづくり計画（原案）」

と合わせて、都（必要に応じて、国、周辺の県

や市、区以外の復興に係る事業者、事業予定者

等）と調整を図る。 

 

・ 原案について、区民の意見を反映する。 

(3) 市街地改造計画と市街

地修復計画の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 原案を踏まえ、市街地改造計画と市街地修復計

画を作成する。 

 

 

 

   

 

※ 一団地の復興拠点市街地形成施設の都市計画：特定大規模災害を受けた区域において、円滑かつ迅速な復

興を図るために地域住民の生活及び地域経済の再建のための拠点として、住宅、公益施設、業務施設等の

機能を集約させた市街地を「一団地の復興拠点市街地形成施設」として都市計画に定めることができる。 

行動手順 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課／交

通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課／ま

ちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／住宅

課 

▶ 必要資料 

・ 復興まちづくり計画（原

案） 

▶ 作成資料 

・ 市街地改造計画と市街地修復計画 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課／交

通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課／ま

ちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／住宅

課 

都市計画課／企画調整課／交通対策課／街路橋りょ

う課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／密集地域

整備課／みどり推進課／住宅課 

（枠内は担当部署、太字は総括） 
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第 2 足立区復興計画<都市の復興>の策定 

２ 地区復興まちづくり計画の策定 

２-2 第二次建築制限の指定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

※ 第二次建築制限：第二次建築制限は、被災市街地復興推進地域を基本として、無秩序なまちなみが形成さ

れるおそれがあり、事業等の導入が必要な区域を指定する。 

概 要 
 

第二次建築制限※は、必要に応じて「被災市街地復興推進地域」を決定し、建築行為

の制限を行うとともに、市街地開発事業等や住宅供給等の特例を受けられる。 

⇒     、     ～      ⇒     ～                

 

 

 

 

資料 2-25 

 

資料 2-27 

 

資料 法-17 

 

資料 法-34 

 

資料 2-6 
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時期 
足立区 

【都市計画課／建築審査課】 
東京都 

被
災
後
２
か
月
～
２
年 

  

東京都との連携 
 

□ 建築制限についての事前周知 

事前準備 
 

(2) 第二次建築制限区域案の 

作成、調整 

(1) 第二次建築制限の実施の有無

の検討、調整 

・ 東京都復興計画（原案）<都 

市の復興>との整合性等の広 

域的な観点 

・ 都市計画手続きの協議者 

・ 各種事業の認可や補助金事務 

  等 
(3) 第二次建築制限区域案の 

許可要件案の作成、調整 

(4) 第二次建築制限区域(被災市 

街地復興推進地域)の都市 

計画決定 

(5) 第二次建築制限区域(被災市

街地復興推進地域)における

建築確認 
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時期 項目 内容 

被
災
後
２
か
月
～
２
年 

(1) 第二次建築制限の実施

の有無の検討、調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 市街地復興の対象区域において、市街地改造計 

画（原案）や市街地修復計画（原案）の検討と 

合わせて、第二次建築制限について実施の有無 

を検討する（第一次建築制限の実施有無によ 

らない）。  

・ 第二次建築制限である被災市街地復興推進地 

域の決定は、建築行為の制限に加え、「被災市 

街地復興特別措置法」により、実施有無を検討 

する。  

（留意事項） 
・ 土地の買取りの申し出制度  
・ 土地の区画形質の変更も制限  
・ 市街地開発事業等に関する特例  
・ 住宅の供給等に関する特例 

(2) 第二次建築制限区域案

の作成、調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 市街地復興の対象区域において、第二次建築 

制限を実施する場合には、その区域案を 

作成する。（第一次建築制限を実施していた場 

合には、その区域を基に、計画の具体化を踏まえ、 

必要に応じて、異なる区域とすることも可能）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動手順 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課 

／交通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課

／まちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／

住宅課 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課 

／交通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課

／まちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／

建築調整課／建築安全課／建築審査課／開発指導課

／住宅課 
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時期 項目 内容 

被
災
後
２
か
月
～
２
年 

(3) 第二次建築制限区域  

(案)の許可要件 (案)の 

作成、調整 

 

 

 

 

 

・ 第二次建築制限区域(案)の許可要件について、

市街地改造予定区域と市街地修復予定区域で

変えることができる。 

（第一次建築制限を指定していた場合には、そ

の建築物の建築を制限または禁止していた内

容との整合性も考慮し、都と調整し作成する） 

(4) 第二次建築制限区域 

(被災市街地復興推進地 

域)の都市計画決定 

⇒ 

 

 

 

・ 第二次建築制限区域（被災市街地復興推進地 

域）の都市計画決定を行う。 

(5) 第二次建築制限区域 

(被災市街地復興推進地 

域)における建築確認 

 

 

 

 

 

 

 

・ 被災市街地復興推進地域における建築確認を実

施する。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

都市計画課／企画調整課／交通対策課／街路橋りょ

う課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／密集地域

整備課／みどり推進課／住宅課 

▶ 作成資料 

 ・ 建築確認申請書 

建築審査課／建築調整課 

▶ 必要資料 

・ 第二次建築制限区域 

（被災市街地復興推進 

 地域） 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課 

／交通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課

／まちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／

建築調整課／建築安全課／建築審査課／開発指導課

／住宅課 

（枠内は担当部署、太字は総括） 

資料 2-28 
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第 2 足立区復興計画<都市の復興>の策定 

２ 地区復興まちづくり計画の策定 

２-3 復興まちづくりの都市計画や適用事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

時
期 

足立区 

【都市計画課】 
東京都 

被
災
後
～
６
か
月 

  

概 要 
 

復興まちづくり計画の都市計画決定（または変更）の内容や適用事業を追加する。 

⇒         ~ 

 

 

 

東京都との連携 
 

事前準備 
 
□  

(2) 新たな復興まちづくり事

業や地区計画の都市計画決

定（または変更）素案の調整 

(1) 新たな復興まちづくり事業

や地区計画の都市計画決定

（または変更）素案の作成 

東京都復興計画<都市の復興>

に基づき区の都市計画手続き

の協議 

(3) 新たな復興まちづくり事業や

地区計画の都市計画決定（また

は変更）手続きの実施 

資料 2-29 

 

資料 2-35 
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第 

１ 

章 

復
興
体
制
の
構
築 

序 

章 

資 

料 
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そ 

の 

他  
 
 

 

第 

２ 

章 

都
市
の
復
興 

 

第 

３ 

章 

住
宅
の
復
興 

▶ 必要資料 

・ 地区復興まちづくり計画

（原案） 

▶ 作成資料 

・ 都市計画決定（素案） 

 

 

時期 項目 内容 

被
災
後
～
６
か
月 

(1) 新たな復興まちづくり事

業や地区計画の都市計画決

定（または変更）素案の作

成 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 

・ 「地区復興まちづくり計画（原案）」を基に、

新たに都市計画決定（または変更）素案を検討

する。 

 

 

 

 

(2) 新たな復興まちづくり事

業や地区計画の都市計画決

定（または変更）素案の調

整 

 

・ 「東京都復興計画<都市の復興>」や「復興ま

ちづくり計画 (原案)」に基づく各種の都市計画

や事業の内容と調整を図る。また、必要に応じ

て、国、周辺自治体とも調整を図る。  

(3) 新たな復興まちづくり事

業や地区計画の都市計画決

定（または変更）手続きの

実施 

 

 

 

 

 

・ 新たな復興まちづくり事業や地区計画の都市計

画決定（または変更）手続きを実施し、決定す

る。 

 

※ なお、平成 25 年 6 月 21 日に制定された「大規模

災害からの復興に関する法律」より、復興に必要

な都市計画決定変更や災害復旧事業等について、

国または都道府県が代行できることとなった。 

 

 

 

 

 

 

行動手順 

都市計画課／政策経営課／財政課／企画調整課／交

通対策課／街路橋りょう課／竹の塚整備推進課／ま

ちづくり課／密集地域整備課／みどり推進課／住宅

課 

都市計画課／企画調整課／交通対策課／街路橋りょ

う課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／密集地域

整備課／みどり推進課／住宅課 

同上 

（枠内は担当部署、太字は総括） 
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第 3 足立区復興事業の実施や公共施設の再建 

 

行動内容    

       

 

    

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な考え方    

                               

各計画（第 2 足立区復興計画<都市の復興>の策定 １復興まちづくり計画の策定 ２地区復

興まちづくり計画の策定）に基づくインフラ事業、地区復興まちづくり事業について、各

事業間の調整や関係機関などとの調整を図り、早期の復旧を目指す。 

※１ 土地区画整理事業：土地区画整理法に基づき、公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図るために行

われる土地の区画形質の変更や公共施設の整備に関する事業。 

※２ 住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）：密集住宅市街地において、老朽住宅等の建替えと

公共施設の整備を促進し、住環境改善、防災性の向上等を図るため、住宅市街地の再生、整備を総合的

に行う事業。 

1 インフラ事業の実施 

都は、「東京都復興計画<都市の復興>」に基づく広域のインフラ事業につい

て、関係住民、企業、区などと他の事業を実施する関係機関と調整を図りながら

事業計画を作成し、事業を実施する。 

足立区都市計画マスタープランとそれを踏まえた都市計画を基に策定した「復

興まちづくり計画」に基づく区内の主要インフラ事業について、関係住民、企業、

区などと他の事業を実施する関係機関と調整を図りながら事業計画を作成し、事

業を実施する。 

 

２ 地区復興まちづくり事業の実施 

「地区復興まちづくり計画」に基づく、土地区画整理事業※1など面的に整 

 備する市街地改造型事業や住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）※2 

などの市街地修復型事業について、事業計画を作成し、事業を実施する。 

 

３ 公共施設の再建 

各種学校や幼稚園、保育所、児童館などの公共施設の補修や改修を要する箇所

を点検するとともに、全面建て替えの必要性の有無、工期及び費用、周辺の被害

状況や復旧状況の把握を速やかに行い、再建の難易度を勘案しつつ、再建計画を

作成する。 
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時期 足立区の動き 

事
前 

 

 

 

 

 

 

被
災
直
後
～

２
週
間 

 

 

６
か
月 

 

 

 

 

 

都市計画マスタープラン 

 

地区環境整備計画 

 

被災前の調査（都市づくりの現行計画とその整備状況、都市基盤

施設の整備水準、災害種別の被害想定、優先調査地区の選定） 

被災後の調査（家屋、都市基盤の被害状況） 

 
足立区復興方針<都市の復興> 

 

復興まちづくり計画 

 

地区復興まちづくり計画 

 

1 インフラ事業の実施 

（P74） 

(1) 都による事業計画の 

作成 

2 地区復興まちづくり事業

の実施     （P76） 

(1) 事業計画の作成 

(2) 事業計画の調整と実施 

(2) 区による事業計画の 

作成 

発災 

3 公共施設の再建 

（P78） 

(1) 公共施設の再建 

～３カ月 
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第 3 足立区復興事業の実施 

1 インフラ事業の実施 

時
期 

足立区 

【企画調整課】 
東京都 

被
災
後
６
か
月
～ 

  

※ インフラ事業：都によるインフラ事業は、「東京都復興計画<都市の復興>」に位置づけられ、都が施行す

る、広域的な道路、公園、緑地や広場などのインフラの整備事業をいう。一方、区によるインフラ事業は、 

「復興まちづくり計画」に位置づけられ、区が施行する、区内における主要な道路、公園、緑地や広場な

どのインフラ整備事業をいう。 

概 要 
 

インフラ事業※について、都及び区は、関係住民、企業や、区などの他の事業を実施 

する関係機関と調整を図りながら、事業計画を作成し、事業を実施する。 

東京都との連携 
 

事前準備 
 
□  

(2) 区による事業計画の作成 

(1) 都による事業計画の作成 区が施行する広域インフラ事業

計画との調整 

都が施行する広域インフラ事業

計画との調整 
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▶ 必要資料 

・ 復興まちづくり計画 

▶ 作成資料 

・ 復興まちづくり事業計画 

 

 

時期 項目 内容 

被
災
後
６
か
月
～ 

(1) 都による事業計画の作成 

 

 

 

 

 

 

・ 区による事業計画との調整を図る。 

(2) 区による事業計画の作成 

 

 

 

 

 

 

・ 「復興まちづくり計画」に基づくインフラ事 

業について、都施行のインフラの事業計画と調 

整しながら区の事業計画を検討、作成する。 

 

※ 「大規模災害からの復興に関する法律」が適用

された場合は、国や都の代行を調整、検討する。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行動手順 

企画調整課／政策経営課／財政課／都市計画課／街

路橋りょう課／竹の塚整備推進課／まちづくり課／

密集地域整備課／みどり推進課 

同上 

（枠内は担当部署、太字は総括） 
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第 3 足立区復興事業の実施 

2 地区復興まちづくり事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時
期 

足立区 

【企画調整課】 
東京都 

被
災
後
６
か
月
～ 

  

概 要 
 

「市街地改造計画」に基づき、「市街地改造予定地区」において面的に抜本的な改

造を図る。 

＜該当事業＞ 

都市計画法第 12 条に基づく「市街地開発事業」／都市計画法第 11 条に定める 

「都市施設」の一部／防災集団移転促進事業／土地区画整理事業 

「市街地修復計画」に基づき、「市街地修復予定地区」について、部分改造や 

自立再建の支援を行う。 

＜主な事業例＞ 

  住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）／都市防災総合推進事業／小規

模住宅地区改良事業／敷地整序型土地区画整理事業 

  （「市街地改造型事業」以外の復興まちづくりに関わる事業） 

⇒      

東京都との連携 
 

事前準備 
 

□  

(2) 事業計画の調整と実施 

（都、関連事業者や地区住民

と調整） 

(1) 事業計画の作成 

（区施行） 

事業計画の調整 

（都、関連事業者や地区住民

と調整） 

 

事業計画の作成 

（都施行） 

資料 2-36 

 

資料 2-37 
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時期 項目 内容 

被
災
後
６
か
月
～ 

(1) 事業計画の作成（区施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「地区復興まちづくり計画」に基づく市街地 

改造型事業や市街地修復型事業について、効率 

的、効果的に事業実施が行える事業計画を検討 

し作成する。 

 

 

 

 

(2) 事業計画の調整と実施 

 （都、関連事業者や地区住

民と調整） 

 

 

・ 国、都や公社、機構、民間が施行する都市復興 

や復旧に係る各種事業、他分野の復興、復旧に 

係る各種事業と調整を図る。 

 

・ さらに、関係住民、企業等の意向を考慮して調 

整する。 

 

 

 

 

 

  

行動手順 

企画調整課／政策経営課／財政課／都市計画課／
街路橋りょう課／竹の塚整備推進課／まちづくり
課／密集地域整備課／みどり推進課／住宅課 

▶ 必要資料 

・ 地区復興まちづくり計 

  画 

・ 市街地改造計画 

・ 市街地修復計画 

▶ 作成資料 

・ 地区復興まちづくり事業計画 

同上 

（枠内は担当部署、太字は総括） 
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概 要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 足立区復興事業の実施や公共施設の再建 

3 公共施設の再建 

時
期 

足立区 

【各公共施設管理者】 
東京都 

被
災
直
後
～
３
カ
月 

 

 

 

各種学校や幼稚園、保育所、児童館などの公共施設の補修や改修を要する箇所を点

検するとともに、全面建て替えの必要性の有無、工期及び費用、周辺の被害状況や復

旧状況の把握を速やかに行い、再建の難易度を勘案しつつ、再建計画を作成する。 

東京都との連携 
 

(1) 公共施設の再建 再建事業の助成 

事前準備 
 

□ 被害状況の把握方法についての事前調整 
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⇒ 

  

時期 項目   内容 

～
３
か
月 

(1) 公共施設の再建 

 

 

 

・ 公共施設周辺の被害状況や道路、ライフライン   

  の復旧状況を勘案し、施設の復旧方法や優先順 

位を判断する。 

・ 軽微な改修については、被害程度の確定作業等の

終了後、直ちに契約手続を行い、早期に工事を実

施する。 

・ 発注方式及び契約事項については、簡略化を図る。  

行動手順 

各公共施設管理者 

（枠内は担当部署、太字は総括） 

・（参考）水害時の考え方 

資料 2-38

７ 
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